
第１号議案

２０１７年度活動方針（案）

～県内５５万人の働く者すべてに貢献する社会的運動を推進する！～
Ⅰ．はじめに

連合山口の2016年度の運動は、昨年の定期大会で決定した2016～2017年度運動方針に基づき、2020年までに「働くことを軸とする安心社会」を実現することを大きな目標として、運動体としての組織基盤の強化に引き続き取り組むとともに、必要な運動のエネルギーと資源の重点化をはかりつつ、新たな運動の芽を伸ばしながら、連合の考え方を積極的に発信することに注力してきた。また、役員任期についても、昨年の定期大会の確認に基づき、今期は１年間とし、2018年度から連合本部の役員改選期に併せることとなる。
一方、連合本部から組織拡大専任者の配置が求められていることや、化学総連の脱退という前代未聞の事態に対応するため、組織財政検討委員会において一定の方向性が示された今後の組織財政に関する答申を踏まえ、適宜実行に移せるものは来期より実行することにしている。
われわれは、時代の大きな分岐点に立っている。とりまく社会情勢や労働環境の悪化の中にあって、われわれの運動に対して「すべての働く者の先頭に立って不条理と対峙してほしい」という要望がある中で、「運動の姿が見えない。力不足」という声も依然としてある。社会的に拡がりのある労働運動をめざし、大衆行動などを組織し、社会的なうねりをつくりだすとともに、未組織を含む県内55万人の労働者、とりわけ非正規労働者、中小企業労働者、女性・若年労働者の共感と参加をえられるよう、連合運動総体として改革が求められている。

後半期（2017年度）の活動方針については、昨年秋以降の情勢変化や連合第73回中央委員会（10月14日）で決定した「2017年度活動計画」を踏まえ、必要な修正・項目の追加をしたうえで、以下の通り提起する。

Ⅱ．取り巻く情勢

１．デフレから抜け出せない日本経済
2015年度のわが国の実質ＧＤＰ成長率は0.8％となり、2年振りのプラス成長となったものの、2016年1～3月期は前年比0.1％で、2015年度内で見るとほぼゼロ成長となった。住宅投資、設備投資は堅調に推移したが、個人消費は前年割れ、輸出も大幅に鈍化した。
　2016年度の実質ＧＤＰ成長率実績見込みについては、7月時点で、政府は0.9％と見込んでいるが、民間調査機関の予測の平均では0.62％に止まっている。

消費者物価指数（総合）は、2015年度に＋0.2％に鈍化したが、2016年3月以降は前年比でマイナスに転じ、5月、6月、7月と▲0.4％となっている。国際的な資源価格の下落による部分が大きいが、「除く生鮮食品・エネルギー」で見ても、2015年12月に前年比1.3％だったのが、6月には0.8％に鈍化している。
　完全失業率は2015年に3.4％だったのが、2016年7月に3.0％に低下した。就業者が増加傾向にあり、失業者、非労働力人口は減少している。「正規の職員・従業員」は、6月には前年に比べ31万人増加している。有効求人倍率も急速な改善が続いており、2015年に1.20倍だったのが、2016年6月には1.37倍とほぼ25年振りの水準に上昇している。

　このような雇用環境にはあるが、非正規労働者の比率は4割を超え、所得改善の流れは弱い状況にある。個人消費拡大のためには実質賃金が高まっていくことが重要であり、そのためにはすべての働く者の労働条件の底上げ・底支えが必要不可欠である。
２．雇用法制を取り巻く状況
政府は、2016年6月に「ニッポン一億総活躍プラン」を閣議決定した。雇用・労働分野においては「働き方改革」を旗印に、最低賃金の引き上げ、非正規労働者の待遇改善、長時間労働の是正などが盛り込まれている。非正規労働者の処遇改善や長時間労働の是正などは、連合が提起してきた政策と重なる部分もあり、労働政策審議会において早急に議論を開始すべきである。

一方で政府は、2016年の通常国会での成立を見送ったものの、高度プロフェッショナル制度（ﾎﾜｲﾄｶﾗｰ･ｴｸﾞｾﾞﾝﾌﾟｼｮﾝ）の創設や、裁量労働制（年収要件なし）の適用拡大など、労働者保護ルールの改悪の動きを推し進めようとしている。働く者を守る最低限のルールが労働法制であり、時の政権や経営者団体の恣意的な対応があってはならない。

目先の企業のコスト対策を主眼にした政策では、持続的で自立した経済成長には至らない。政府には、わが国は働く者のうち9割が雇用関係のもとで働いている雇用社会であることを踏まえ、わが国の主役である労働者の視点に立った政策立案が求められる。
３．緩やかな回復基調にある山口県経済
日本銀行下関支店が9月1日に発表した山口県金融経済情勢によると「県内景気は基調としては緩やかに回復している」とされているが、先行きについては海外情勢や為替・株価の動向などの不安定要因によって予断を許さない状況にある。

個人消費は底堅く推移しており、乗用車新車登録台数（7 月、前年比＋1.6％）、家電大型専門店販売額（7 月、同＋11.5％）、百貨店およびスーパー販売額(7 月、同＋3.1％)、コンビニエンスストア販売額（7 月、同＋6.9％）などが前年を上回っているが、7月の消費者物価指数（除く生鮮食品）は、前年を0.5％下回った。生産は、一部で生産水準を引き下げる動きもみられるが、基調としては堅調に推移しており、鉱工業生産指数（6 月）は前月比＋1.9％と上昇した。7 月入り後の主要製造業の動向をみると、素材業種では、化学、非鉄金属、窯業・土石が高操業を維持、鉄鋼は下げ止まっている。加工業種では、生産用機械などが高操業を維持している一方、輸送機械では稼働率が低下している。
こうしたなか、雇用・所得情勢は、7月の有効求人倍率が1.41 倍、常用雇用者数（6 月）も前年比＋1.5％となるなど、着実な改善を続けているが、有効求職者数は依然として2万人を超える状況にある一方で、建設、運輸、製造業などの分野においては人手不足感が強まっており、加えて現金給与総額（6 月）が前年比▲4.5％となるなど、雇用のミスマッチの解消と所得の改善が求められている。

Ⅲ．運動展開にあたっての基本的な考え方（2016-2017運動方針）
2020年までに「働くことを軸とする安心社会」を実現することを大きな目標として、運動体としての組織基盤の強化に引き続き取り組むとともに、新たな運動の芽を伸ばしながら、連合の考え方を積極的に発信し行動していく。特に、いまの社会の流れを変えていくために「底上げ・底支え」「ディーセント・ワーク」「支えあい・助け合い」の運動に取り組むとともに、将来に向けた長期展望を視野におく。また、「組織力」「発信力」「政策立案能力」「政策実現力」に一層の磨きをかけ、連合運動への求心力を高めていく。

2015組織財政検討委員会の答申を踏まえつつ、そのために必要な運動のエネルギーと資源の重点化をはかるとともに、関係団体や志を同じくする団体とも連携をはかりながら運動を推進する。とりわけ「地域に顔の見える運動」の最前線としての地域協議会は、前期に引き続き、①組織拡大、②中小･地場組合支援、③労働相談、④政策提言、⑤政治活動の5項目を優先的取り組み項目として定め、より積極的に地域活動を推進する。
Ⅳ．残された課題

①．政府が進めてきたトリクルダウン型（*1）の経済政策の限界が明らかとなるなかで、連合は、国民生活全体のボトムアップを最優先とする政策への転換を求め、取り組みを進めてきた。与党が衆参ともに多数を占める一強政治体制のもとで、働く者・生活者の意見を政策に反映していくには、地方からのより一層の世論喚起と、政策決定プロセスへの積極的な参画が不可欠である。

②.いわゆる「ブラック企業」が社会問題化している。労働協約の改定などを通じ、長時間労働の見直しや働きやすい職場環境の改善、労働契約法を踏まえた非正規労働者の雇用安定や処遇の改善などが進んでいる一方、労働組合の無い職場では法令違反が横行しているところも少なくない。集団的労使関係を広げていくとともに、ディーセント・ワーク（*2）の実現を社会全体に広げていく取り組みが必要である。

③．連合評価委員会が警鐘を鳴らした「働く者の分断、場当たり的行動、一部の活動家のみの運営」という重く立ちはだかる課題を克服するため、「1000万連合」実現に向けた組織拡大の取り組みを強力に推進するとともに、連合運動への理解と参画を職場に浸透させることで組織強化をはかり、次の時代を切り拓く力強い労働運動を展開していかなければならない。

④．志を同じくする組織・人との連携を深めるとともに、働く者一人ひとりに積極的にアプローチし、暮らしの底上げ、将来不安の解消、ディーセント・ワークの実現などの課題について、広く社会的共感を巻き起こす取り組みを展開していく必要がある。
⑤．地域における連合運動を推進するうえで前提となる組織・財政基盤の確立に向けて、組織財政検討委員会から答申された「2017年度以降の組織財政運営について」を踏まえ、必要な改革を推進していく必要がある。
（*1）トリクルダウン理論:経済学の理論の一つで、「富める者が富めば、貧しい者にも自然に富が浸透(トリクルダウン)する」との考えを主軸とする。 

（*2）ディーセント・ワーク: 「働きがいのある人間らしい仕事」と訳され、人間らしい生活を継続的に営める人間らしい労働条件の仕事のことを指す。1999年にILO（国際労働機関）が21世紀の目標とした。 

Ⅴ．主要な活動
１．組織の拡大と強化
（１）「７万人連合山口の実現」に向けて

本年5月末の化学総連の脱退に伴い、現在の登録人員は56,791人（7月1日現在）となったが、組織拡大目標は従来の「７万人連合山口」を堅持する。具体的な推進にあたっては、今期より組織拡大専任者を配置し、労働相談に寄せられた情報の共有化も含め、構成組織や連合本部の組織化専任チームと連携を取りながら、①連合本部、②構成組織・単組、③連合山口・地域協議会との三位一体行動の前進を図る。構成組織・単組は、同じ職場で働くパート・有期契約などの非正規労働者に加え60歳以降の再雇用者の組織化に積極的に取り組むとともに、未組織の子会社・関連会社、取引先企業などをターゲットに定め、組織化に取り組む。

また、構成組織において組織拡大の実務経験者が少ないことから、連合本部と連携しながら、組織化の「オルガナイザー実践研修」を実施する。

他方、連合山口ユニオンについては、引き続き個人加入も含めた受け入れとその拡大を図っていく。
（２）県内すべての働く仲間とその家族を対象としたメーデー行事

メーデー行事については、2014年から「組合員（メンバーシップ）中心の集会行事から脱却し、県内すべての働く仲間やその家族を巻き込んだ祭典」にすることを目的に、山口きらら博記念公園（山口市阿知須）で県統一の「Expo連合山口メーデーフェスタ」として開催し、昨年度は4万人で賑わうなど、県内恒例のビッグイベントとして定着しつつある。
これまでの実績・評価を踏まえ、引き続き県統一で開催することとし、「連合ブランド」の発信などを強化しつつ、山口県下の自治体、企業はもとより退職者・ＮＰＯ等にも広く参加を呼びかけ、より充実した祭典となるよう、実行委員会を中心に具体的な準備に着手していく。

なお、課題として提起された遠隔地からの動員要請や交通費負担などについては、その解決に向け引き続き検討していく。

（３）地域拠点としての地域協議会の活動強化

　新たにスタートする新西部地域協議会と新中部地域協議会の円滑な立ち上げに万全を期すとともに、「地域協議会の組織・財政運営に関する検討プロジェクトチーム（ＰＴ）」を設置し、地域協議会のこれまでの活動実績を検証しながら、①組織拡大、②中小･地場組合支援、③労働相談、④政策提言、⑤政治活動の5項目を着実に進めることに注力できるよう、必要に応じて組織・財政運営の見直しを行なう。また、組織財政検討委員会から求められた地区会議会計の導入については、2017年9月からの実施に向けて検討を進めていく。
毎月5日の“連合の日（*3）”の取り組みについては、引き続き地域協議会が主体となって、すべての働く者の拠り所として「知らせよう、知ってもらおう連合を！」を合言葉にした街頭行動を展開するなど「地域に根ざした顔の見える運動」を強化していく。また、山口県退職者連合の地域組織の立ち上げを引き続き支援しつつ退職者の連合運動への参加や、ＮＰＯ等との交流を促進する。特に「連合愛のカンパ」の支援団体については定期的な現地視察を実施するなど、連携を強化する。
（*3）連合の日:連合は、第68回中央委員会（10月2日）において、毎月「連合の日」（5日）を設定し、単組や職場など組織の隅々まで運動を伝え、つなげていく取り組みを行なうことを決定した。

（４）価値の共有と対話の促進

組織運営の基本である“価値の共有と対話の促進”にあたっては、2012年度から構成組織代表者を対象に始めた総括討論集会に2016年度からは地域組織代表者を加え、2013年度から地域組織代表者会議、地域協議会毎の意見交換会も内容の充実を図っており、これらを継続していく。また、2015年から始めた連合山口会長と若手リーダーの対話の場については、より多くの参加が得られるよう工夫をしていく。

一方、構成組織は、加盟組合が地域における連合運動に参画するために学習会の開催など必要な環境づくりを強化する。

（５）学生に対する労働教育
2015年度からスタートした山口大学における「連合寄付講座（*4）」は、今年で3回目を迎える。引き続き、大学生に働くということを考え、労働組合についての理解を深めてもらう機会を提供することを目的に、4月開設に向けて準備を進める。なお、山口大学との間で締結している「連合寄付講座」の協定期間（3年）の満了を迎えることから、継続実施に向けて協議を開始する。
一方、本年7月に山口大学生協学生委員会からの要請で対応した「バイトトラブルに関する講演会」についても継続実施の方向で、他の県内大学の生協学生委員会等も含めて働きかけを行なう。

（*4）連合寄付講座:連合は、各大学と講座運営に関わる費用を寄付することで、「単位認定科目」（正規の授業科目）として「連合寄付講座」を開設し、大学生に働くということを考え、労働組合についての理解を深めてもらう機会を提供している。

（６）労働者自主福祉運動の推進

職場では、非正規労働者や未組織労働者が増え続けており、労働者の相互扶助の原点である労働者自主福祉運動が岐路に立たされている。引き続き、執行委員会に併せて中国労働金庫、全労済山口県本部の制度学習会などを開催するとともに、山口県労働者福祉協議会と連携し、労働者自主福祉運動への理解と参加を呼びかける取り組みを展開していく。
２．政策課題の実現
（１）地域活性化と働き方改革への取り組み

都市部への人口集中、少子化、高齢化、なかでも若者や女性の流出は深刻で、何としても歯止めをかけることが喫緊の課題となっている。山口県はもとより各市町に対して産業政策と雇用政策の一体的推進を求めていく。具体的には、「連合山口推薦議員懇談会」と連携を取りながら、政策立案能力と実現力を高める取り組みの充実を図っていくとともに、首長や各党・各議会会派、経済団体との定期懇談会、「まち・ひと・しごと創生（地方創生）」の推進組織、本年8月に設置された「やまぐち働き方改革推進会議」などを通じて、連合山口あるいは地域協議会・地区会議の地域政策を広くアピールしていく取り組みを具現化していく。
また、地方議会の活性化に向けては、引き続き「議会基本条例（*5）」の制定および議会基本条例に基づく議員提出議案の推進を「連合山口推薦議員懇談会」の主要課題として位置づけ、取り組みを強化していく。
（*5）議会基本条例:首長らが条例案を説明し、議員は質問するだけという地方議会のあり方を見直し、活発な論議を促すのが目的。分権の進展に伴い、議会の責任が大きくなった現実を見据えた条例である。山口県内では6市1町(下関市、山口市、防府市、光市、美祢市、山陽小野田市、和木町)で条例が制定されている。
（２）男女平等参画の取り組み
男女平等参画の取り組みについては、連合が掲げる「３つの目標」（①ディーセント・ワークの実現と女性の活躍促進、②仕事と家庭の調和、③多様な仲間の結集と活性化）の実現に向けて、女性委員会と男女平等参画推進会議において具体的な政策をまとめていく。

また、連合本部が設定している6月の「男女平等月間」については、女性委員会が中心となって男女平等課題を組織内外へ周知するキャンペーン活動に取り組む。加えて、引き続き構成組織の協力も得ながら、連合山口定期大会の代議員はもとより行政の審議会委員等への女性比率を高めていく。
（３）連合本部台の取り組みへの参画

「クラシノソコアゲ応援団！RENGOキャンペーン」第2弾として、国会情勢等を踏まえつつ、4つのキーメッセージ（①暮らし、苦しくなっていませんか？②仕事、きちんと報われていますか？③老後や子育て、不安はありませんか？④いまの政策、働く人が主役ですか？）に関わる具体的論点をピックアップして、街宣行動等により、テーマに対する社会の関心を喚起する取り組みを強化する。
また、雇用や医療・福祉政策については、地域における具体的な施策の効果や課題について検証しつつ国の政策に反映していくことが重要であり、引き続き地域の実態を踏まえ、積極的に連合本部台の議論に参画していく。加えて、国の安全保障やエネルギー政策については、岩国米軍基地への空母艦載機移転問題や上関原子力発電所建設計画を抱える地方連合会として、連合本部との連携を密にしていく。

（４）政策立案能力を高める取り組み
政策制度の取り組みは、先ずは国と地方行政の機能（役割）を知ることからはじまる。それぞれの会議等の機会を活用して各種施策についての学習会を開催する。また、構成組織は、中国労組生産性本部等が主催するセミナー・研修会に積極的に参加する。加えて今年度は中小労働委員会主催による「中小労働視察団」の国内派遣を実施し、中小企業特有の政策課題について調査・研究する。
地域協議会は、推薦首長や議員と連携し、地区会議などの機会を捉えて当該自治体の課題等についての学習会を開催するとともに、地域で開催されるセミナー・研修会等に積極的に参加していく。

３．労働条件の底上げと労働環境の整備

（１）労働条件の底上げ・下支え

　2017春季生活闘争では引き続き、すべての働く者の労働条件の底上げ・底支えと格差是正を図るために、より実効性の高い取り組みを目指して、連合山口全体として取り組む項目の集中化を図るなど、中小労働委員会を中心に闘争方針の検討を行なっていく。

また、中小企業で働く者の労働条件の改善はもとより、中小企業の存続に必要な人材の確保と育成を念頭に、サプライチェーン全体で生みだした付加価値の適正分配を実現させるため、経済団体や各自治体に対し、企業間取引などの改善を求めていく。

山口県最低賃金の改定にあたっては、近隣県との格差改善や経済指標に見合った水準を目指していく。特定最低賃金については、当該構成組織の取り組みをサポートしていく。

労働者の権利確保と労働基準法等の遵守に向けては、経済団体への要請はもとより、山口労働局との意見交換の場を通じて、引き続き、監督指導の強化・充実を求めていく。
（２）雇用維持・安定

今年度については、「若年者の定着率向上」を重点課題として位置づけ、山口県労使雇用対策協議会としてまとめた「若年者の職場定着にかかわる調査報告書」に基づき、企業が行う定着対策や高校生の就職をめぐる慣行（「指定校制」「一人一社制」「校内選考」）などの問題を掘り下げて、具体的な施策（対策）に落とし込むことを目的とした研究会を山口県労使雇用対策協議会として今秋設置する。そのうえで、経済団体と連携を取りながら、山口労働局や山口県、山口県教育委員会などに対して具体的な対応を求めていく。

（３）なんでも労働相談ダイヤルの活性化
例年実施している年3回の全国一斉労働相談（年末12月、春季生活闘争2-3月および男女平等月間6月）に加え、近年相談が増加傾向にある業種に焦点を当てた集中相談を実施する。また、「なんでも労働相談ダイヤル」が認知・活用されるよう、引き続き広告看板の拡充に取り組むとともに、テレビＣＭやＳＮＳなど効果的な活用を実践する。

「労働相談マニュアル」の整備については今年度中を目途に作業を進める。

　
４．政治活動の充実と強化
健全な議会制民主主義が機能する政党政治の確立、労働者・生活者を優先する政治・政策の実現、与野党が互いに政策で切磋琢磨する政治体制の確立に向けて、多くの政策を共有する民進党との連携ならびに支援を強化し、政権交代可能な二大政党的体制を目指すなど、連合の政治方針を基本に政治・選挙活動を進める。

そのためにも、民進党山口との定期協議を再開し、民進党の地域組織の基盤確立を支援していく。また、地域協議会を中心に政治研修会や学習会を開催し、政治活動の重要性の理解と組合員の自発的な参加を促進する。特に、若年層、女性、非正規労働者に対する「働きかけ・声かけ」を継続的に行ない、組合員の政治意識の向上を図る。

次期衆議院議員選挙にあたっては、民進党山口と連携を取りながら選挙区候補の擁立を目指すとともに、地方自治体選挙にあたっては、引き続き推薦首長・議員の拡大や空白自治体解消に向け、構成組織・地域協議会と連携を取りながら組織内外問わず候補者を発掘・擁立する。特に、首長選挙の推薦にあたっては、各候補者にマニフェストの作成を要請し、その内容を重視して態度決定を行なうことを徹底する。具体的には、11月の防府市議会議員選挙、2月の柳井市長選挙、3月の下関市長選挙、萩市長選挙、4月の山陽小野田市長選挙、長門市議会議員選挙、7月の宇部市長選挙、10月の山陽小野田市議会議員選挙など、任期満了による首長や地方議員選挙に積極的に取り組む。

また、インターネットを活用した選挙運動については、より有効な選挙ツールとして活用できるよう取り組みを強化する。

５．連帯活動の推進
（１）平和運動、人権活動

世界の恒久平和と核兵器の廃絶を目指して、沖縄（6月）、広島・長崎（8月）で開催される平和行動、さらには竹島の領土権確立を目指して松江で開催される竹島の領土権確立を求める集い（8月）や、北方４島の早期返還を目指して根室・納沙布岬で開催される北方領土返還要求の行動（9月）に引き続き代表団を派遣していく。
また、独自の取り組みとしては、原爆被爆者支援センター（ゆだ苑）の式典・行事に積極的に参加していくとともに、「原爆被爆者の支援カンパ」の輪をさらに拡げるために情宣活動を強化する。

人権活動については、部落解放同盟山口県連合会と連携し、同連合会が開催するセミナーや集会等に引き続き参画していくとともに、北朝鮮による日本人拉致事件についても、関係団体の開催する集会などに参加していく。

（２）ボランティア活動

恒例となった秋吉台の山焼き延焼止めの草刈ボランティアについては、「伝統行事の山焼きを継承し、日本の宝である秋吉台を守っていこう」を合言葉に、引き続き山口県退職者連合の協力も得ながら実行していく。また、地域独自のボランティア活動や、長年継続している「列島クリーンキャンペーン」については、地域に顔の見える運動の主要な柱として位置づけ、地域協議会・地区会議毎に工夫を凝らして実施する。
他方、大規模災害時の災害ボランティア派遣については「災害支援運営要綱（マニュアル）」に基づき、機動的に対応できるよう万全を期す。

（３）国際交流

中国山東省総工会との相互交流事業については、昨年9月に山口県労働者福祉協議会から事業を引き継いたところであり、本年は中国山東省総工会を日本へ招聘する年にあたる。日中関係に貢献することはもとより組織間の信頼を通じてビジネス・観光面で交流人口が増えていくよう山口県とも連携をとりながら関係強化に努める。

６．教育・広報活動の推進
（１）教育活動　

教育体系に基づく従来の役職階層別教育に加え、特に次代の労働運動を担う若手リーダーの育成に向けて、地域協議会ないしは地区会議単位での「若手リーダースクール（仮称）」の開校に向けて検討チームを設置する。また、構成組織はワークルール検定協会の「ワークルール検定」の積極的な受験を推進する。地域協議会は教育体系に基づく研修･学習会に加え、地域のＮＰＯ等が開催する様々なセミナーやフォーラムの情報収集を行ない積極的に参加していくよう努める。

（２）連合山口ユースター（青年委員会）の強化

青年活動については、次代の労働運動を担う活動家の育成に向けた研修・交流の機会を設定していく。具体的には、ユースター（青年委員会）において企画・立案していくことを基本に、今年度については、構成組織・単組の青年リーダー層を対象とした「ユースターリーダー研修会」を開催する。

（３）広報活動
　ホームページの運営、facebookの活用、機関紙「連合山口」の発行を通じて、連合山口の活動内容に関するユーザー目線のタイムリーな発信に努める。また、連合山口役職員のみならず構成組織・単組役員に対してfacebookの活用を促進し、オール連合山口での発信力強化を目指す。

　なお、機関紙については、広報活動に関するアンケート調査の結果を踏まえ、「組合員に読まれる機関紙」を目指して、紙面の構成や発行部数等について見直しを図る。

７．組織・財政基盤の確立

組織財政検討委員会の答申を踏まえ、12月には地域協議会の一部再編と書記局業務分担の見直しを完了するとともに、部門別連絡会議の運営については自主的運営を徹底する。また、執行委員定数減による会議交通費・手当の削減や山口県労働者福祉協議会会費の見直しなどを実行し、更なる財政健全化に努める。なお、会費値上げについては2年後の2018年度を目途に現行会費140円/人から150円/人へ10円（7.1％）の値上げを実施することの可否について、議論を開始する。
　他方、構成組織間の公平性の観点から、各構成組織は本部登録人員と地方登録人員の差異解消に向けて、点検活動を実施する。

Ⅵ．おわりに

連合は、すべての働く者の幸せ実現のために、四半世紀の運動を積み重ねてきた。2012年からは「働くことを軸とする安心社会の実現」を掲げ、運動を強化している。当面の課題の一つは、働く者全体の暮らしの底上げ、とりわけ非正規労働者や中小企業で働く労働者の格差是正と貧困の解消を通じ、10数年に及ぶデフレから脱却し、経済の好循環を作り出していくことである。

「個人の力では社会を変えられない」というあきらめや、「自分だけはなんとかなる」といった風潮を変え、連合運動の価値観を共有し、構成組織・単組、地域協議会・地区会議が一体となって取り組んでいこう。

＜付帯資料＞

連合山口の教育体系

①連合役職員としての役割発揮のためのメニュー

	対象
	名　称
	頻度
	目　　　　的

	青年委員会

三役・幹事
	ユースフォーラム

〔主催:連合本部〕
	1回

/年
	・情報交換、意見交換および相互交流を通じて、次代の労働運動を担うﾘｰﾀﾞｰを育成する。

	女性委員会

三役・幹事
	女性ﾘｰﾀﾞｰ養成講座

〔主催:連合本部〕
	1回

/年
	・各職場で女性の労働組合活動への参画が進むよう、経験交流やﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸを通じ、実践的な発言力・企画力を身につける。

	新任役員

(副会長、執行委員、会計監査)
	新任役員研修会
	就任時
(期首)
	・連合山口の組織・運営について理解を図る。（規約・諸規定等の学習含む）

[*専従役員は別途対応する。]

	三役

執行委員
	トップセミナー
	2回

/年
	・時宜を得たﾃｰﾏによる講演会等で研鑽を深める。

	常任執行委員

(地協事務局長)

副事務局長
	中小企業経営分析講座「基礎ｺｰｽ」
〔主催:連合本部〕
	就任時

	・経営に関する知識の習得で春季取り組みや労使協議での対等な労使交渉を目指すとともに、日常からの経営対策を通じ最悪の事態を未然に防ぐ。

	
	労働法講座「基礎ｺｰｽ」
〔主催:連合本部〕
	就任時


	・労働法制に関する基礎的な理解促進を図り労働相談の対応能力の向上を図る。

	
	組合づくり・ｵﾙｶﾞﾅｲｻﾞｰ中央研修会

「基礎ｺｰｽ・ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟｺｰｽ」

〔主催:連合本部〕
	就任時


	・連合の理念や歴史、目的や運動、ｵﾙｸﾞ活動の意義と役割、ｵﾙｶﾞﾅｲｻﾞｰに求められる心構え、さらにｵﾙｸﾞ活動に必要な知識や技術の習得･向上などを中心に講座方式で学習する。

	特別専門委員

（審議会等派遣者）
	（分野毎の各種学習会）
	(適宜)

	・必要に応じて分野毎のﾃｰﾏによる学習会等で研鑽を深める。

	(労働審判員候補者)


	個別労使紛争解決研修「基礎研修・応用研修」

〔主催:JIRRA〕
	(適宜)


	・労働審判員として必要な知識や技術の習得･向上などを学習する。

	職員

(地協職員含む)
	新人職員研修会
	就任時

	・連合山口の組織・運営について理解を図る。（規約・諸規定等の学習含む）

	
	職員研修会
	1回

/年
	・職員としての基礎的な心構え、知識・見識を醸成する。

・職員としての融和・連携を養う。

	
	労働法講座「基礎ｺｰｽ」
〔主催:連合本部〕
	(適宜)
	・労働法制に関する基礎的な理解促進を図り労働相談の対応能力の向上を図る。


· 上記のほか、生産性本部等の外部機関が開催する各種研修会にも適宜参加させていく。

②　構成組織･単組の教育を補完するためのメニュー

	対象
	名　称
	頻度
	目　　　　的

	全傘下組織の

青年役員
	青年ﾘｰﾀﾞｰ研修会
	1回

/年
	・単組青年ﾘｰﾀﾞｰとしての必要な知識と見識を習得するとともに、必要なﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟを養成する。

・産業・地域を越えた交流とﾈｯﾄﾜｰｸづくりに繋げる。

	全傘下組織の青年層
	青年交流集会
	1回

/2年
	・情報交換、意見交換および相互交流を通じて、次代の労働運動を担うﾘｰﾀﾞｰを育成する。

	全傘下組織の

女性役員
	女性ﾘｰﾀﾞｰ研修会
	1回

/年
	・専門知識をより深く習得し、諸課題に対する正しい知識と判断力・解決能力を養成する。

	全傘下組織の女性層
	女性セミナー
	1回

/年
	・情報交換、意見交換および相互交流を通じて、労働運動を担う女性ﾘｰﾀﾞｰを育成する。

	全傘下組織の

役員
	政策研究ﾌｫｰﾗﾑ
	1回

/年
	・政策、政治、経済等をﾃｰﾏにした講演会等で研鑽を深める。
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